
為替週間展望＝ドル円は堅調な推移が継続か

　　　　　　　　　　［２月２４日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    2 月 17 日～ 2 月 21 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  109.77   112.23(20)    109.66(18)    111.94   +2.16

ユーロ・ドル  1.0834   1.0851(17)    1.0778(20)    1.0793   -0.0038

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    23,386.74     -300.85     日本10年債利回り  -0.060   -0.033

ダウ平均株価    29,219.98     -178.10     米10年債利回り     1.515   -0.070

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２４日　ＮＺ第４四半期小売売上高

　　　　独２月ｉｆｏ景況感指数

　　　　カナダ１２月卸売売上高

２５日　日本１２月景気動向指数改定値

　　　　独第４四半期国内総生産（ＧＤＰ）確報値

　　　　米１２月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米１２月住宅価格指数

　　　　米２月消費者信頼感指数

２６日　米ＭＢＡ住宅ローン申請件数

　　　　米１月新築住宅販売件数

２７日　ＮＺ１月貿易収支

　　　　カナダ第４四半期経常収支

　　　　米第４四半期国内総生産（ＧＤＰ）改定値

　　　　米１月耐久財受注、米新規失業保険申請件数

　　　　米１月中古住宅販売成約指数

２８日　日本１月雇用統計、日本１月有効求人倍率

　　　　日本１月小売業販売額、日本１月鉱工業生産指数

　　　　スイス１月小売売上高

　　　　スイス２月ＫＯＦ先行指数

　　　　独２月雇用統計

　　　　ユーロ圏２月消費者物価指数速報値

　　　　独２月消費者物価指数速報値

　　　　カナダ第４四半期国内総生産（ＧＤＰ）

　　　　米１月個人所得・支出

　　　　カナダ１月鉱工業製品価格

　　　　米２月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米２月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値

２９日　中国２月製造業購買担当景気指数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】新型コロナウイルスの感染拡大は引き続きドル円の上値を抑える要

因となるとした。ドル円は１１０円を超えて大きく上昇する動きは期待しにくいもの

の、極端な崩れもないとみられ、１０９円台を中心とするもみ合いとなりそうとした。

　　　　

【ドル円は１１２円台まで大幅上昇】

　新型コロナウイルスの感染拡大が続いている。中国での感染者数の増加ペースは鈍化

傾向が見られたものの、再び集計方法を変更するなど、公表された数値への懐疑的な見
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方も広がっている。日本でも感染者数は増加、韓国では感染者数が急増するなど、リス

ク警戒感が高まっている。

　　

　そうした中、このところの米経済指標は予想を上回るケースも多く、米国景気の堅調

さが再確認されている。最近はリスク回避のドル買いの動きが強まっており、ドルイン

デックスは２１日に９９．９０前後まで上昇しており、２０１７年４月以来の高水準と

なっている。

　　

　ドル買いの一方で円売りにも傾いているとみられる。１７日発表の日本の昨年第４四

半期国内総生産（ＧＤＰ）は５四半期ぶりにマイナス成長となった。前期比年率換算で

６．３％の大幅なマイナス成長となった。１０月の消費税増税の影響が直撃した格好と

なっている。

　　

　さらに新型コロナウイルス感染の影響が日本にも拡大しており、企業活動、消費行動

に影響が懸念されている。インバウンド消費などにも悪影響が出てくるとみられる。１

－３月もマイナス成長に陥る可能性が高まり、リセッションへの懸念も台頭している。

こうした日本の実体経済の弱さも円売りの動きにつながっているとみられる。また、２

０日にはクルーズ船のダイヤモンドプリンセスの乗客２名が死亡したとの報道や感染者

の増加が連日報道されていることも円売りにつながっているようだ。

　　

　新型コロナウイルスの感染拡大への警戒感は根強く、中国をはじめとして世界経済へ

の悪影響が警戒されている。２０日に中国人民銀行（中央銀行）が１年物と５年物の

ローンプライムレート（ＬＰＲ）を引き下げるなど、金融緩和策や企業支援策、景気刺

激策などを打ち出してくるとの期待感もあり、上海総合指数は２０日に節目の３０００

を回復した。中国株が堅調な動きを見せており、各国の株価の下支えにつながりそう

だ。

　　

　ドル円は１９日の海外市場で大きく上値を伸ばして、１１０円台前半から１１１円台

半ばまで急伸した。これまでドル円は１１０円台前半に上値を抑えられていたが、ここ

を上抜くと一気に上昇した。２０日の海外市場では１１２円台前半まで一段と上昇して

いる。

　　

　従来であれば、新型コロナウイルスの感染拡大などのマイナス要因は、リスク回避の

「円買い」に傾きやすかったものの、日本での感染拡大が「円売り」要因との見方も

徐々に台頭しつつあるようだ。ドルの堅調さが継続するとみられ、新型コロナウイルス

の感染拡大への警戒感は根強い中、ドル買い円売りの動きが進みやすいとみられ、ドル

円は堅調な推移が見込まれる。ドル円の目先の予想レンジは、１１０．５０～１１３．

００円。

　　

　なお、日本時間の２０日未明に発表された米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）議事録

では、「現在の政策がしばらく適切」「第２四半期にＴビル（財務省証券）購入縮小の

条件が整うと予想」「新型コロナウイルスが見通し巡る不確実要素の１つ」「インフレ

目標の２％中心のレンジ化採用の良し悪しを慎重に検討」「現在の金利水準はインフレ

目標への回帰に有効」などとの見解が示された。ただ、市場の反応は限定的だった。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、２５日に日本１２月景気動向指数改定

値、米１２月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米１２月住宅価格指数、米２月消費者

信頼感指数、２６日に米ＭＢＡ住宅ローン申請件数、米１月新築住宅販売件数、２７日

に米第４四半期国内総生産（ＧＤＰ）改定値、米１月耐久財受注、米新規失業保険申請

件数、米１月中古住宅販売成約指数、２８日に日本１月雇用統計、日本１月有効求人倍

率、日本１月小売業販売額、日本１月鉱工業生産指数、米１月個人所得・支出、米２月

シカゴ購買部協会景気指数、米２月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値などがある。

　　

【ユーロドルは下落トレンドが継続】

　ユーロドルはきれいな下落トレンドが続いている。１．１１００ドル手前から下げに

転じて、１．１０００ドルや１．０９００ドルといった節目を割り込んでも下げ止まら

ず、下落基調で推移している。１．０８００ドルの節目まで割り込んでおり、地合いの



弱さを感じさせる動きとなっている。

　　

　リスク回避のドル買いの動きからユーロドルは売り圧力に押されており、ドルイン

デックスが上昇を続けており、ユーロドルは下げが続いている。テクニカル面では

売られ過ぎ感も台頭しているものの、下げに歯止めをかけるだけの力はない。こうした

中、ユーロドルは一段と下値を探る展開となりそうだ。ユーロドルの目先の予想レンジ

は、１．０７００～１．０８５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２４日にＮＺ第４四半期小売売上高、独２

月ｉｆｏ景況感指数、カナダ１２月卸売売上高、２５日に独第４四半期国内総生産（Ｇ

ＤＰ）確報値、２７日にＮＺ１月貿易収支、カナダ第４四半期経常収支、２８日にスイ

ス１月小売売上高、スイス２月ＫＯＦ先行指数、独２月雇用統計、ユーロ圏２月消費者

物価指数速報値、独２月消費者物価指数速報値、カナダ第４四半期国内総生産（ＧＤ

Ｐ）、カナダ１月鉱工業製品価格、２９日に中国２月製造業購買担当景気指数などがあ

る。
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